
令和７年度

茨城労働局
行政運営方針
～誰もが安心して働くことが

できる茨城を目指して～

第２章 令和７年度の重点施策

働き方改革の推進と
人材確保・人材育成の支援

１ 働き方改革の推進と賃金引上げに向けた

支援等

２ 多様な人材の活躍促進と人材確保の支援等

第３章 令和７年度の主要施策

安全で健康に働くことができる
環境づくり

１ 労働条件の確保・改善対策

２ 労働者が安全で健康に働くことができる環境

の整備

３ 最低賃金制度の適切な履行確保

４ 労災保険給付の迅速・適正な処理

円滑な就職に向けた支援の推進

１ リ・スキリングによる能力向上支援・労働移動

の円滑化

２ 求職者に対する支援の充実

３ 地方公共団体と連携した雇用対策、就労支援

誰もが働きやすい労働環境の整備

１ 仕事と育児・介護の両立支援等

２ 総合的なハラスメントの防止

３ 就業環境の整備等

４ 労働行政・労働法令の周知、広報

第１章 労働行政を取り巻く情勢



第１章 労働行政を取り巻く情勢

労働時間

有効求人倍率

人口減少や高齢化の進行、ワークライフバランスの変化等
により、茨城県の労働力人口は漸減しています。

産業別では、就業者の６割以上が第３次産業に就業してい
ます。
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資料出所：茨城県「令和2年国勢調査就業状態等基本集計結果概要」
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資料出所：茨城県「令和2年国勢調査就業状態等基本集計結果概要」

全国的に生産年齢人口の減少が進む中、茨城県においても
有効求人倍率は１倍を超え、人材不足の状況が続いています。
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労働力人口

年間総実労働時間（事業所規模30人以上）は減少傾向で推
移しています。長らく全国平均を上回っていましたが、令和
５年は1,712時間となり、全国平均を下回りました。

年次有給休暇の取得率は概ね上昇傾向で推移しています。
直近の取得率は64.5％と、全国で８番目の水準となっていま
す。

労働災害発生状況

年次有休休暇取得率

1

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少という構造的な課題に直面する中、足下では、急激な物価上昇に対して賃金の上昇が追

いついていない状況にあります。成長と分配の好循環による、物価上昇を上回る持続的な賃金引上げの実現に向けて、三位一体

の労働市場改革の推進や人材確保支援に取り組むとともに、多様な働き方を支えるセーフティーネットの構築や労働者の主体的

なキャリア形成支援、男女ともに育児に関わることのできる環境の整備等が求められています。
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資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
（注）事業所規模３０人以上。総実労働時間の年換算値については、各月間平均値を12倍し、小数点以下第１位を四捨五

入したものである。
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資料出所:就労条件総合調査の特別集計を基に厚生労働省雇用環境・均等局総務課雇用環境政策が作成
（H27までは厚生労働省労働基準局労働条件政策課、H28～R3は厚生労働省雇用環境・均等局職業生活両立課が作成）

労働災害は近年増加傾向で推移していたところ、令和６年

（速報値）は前年よりわずかながらも減少しました。



総合労働行政機関としての政策の推進

茨城労働局は、～誰もが安心して働くことができる茨城を

目指して～をコンセプトに、働き方改革の推進と人材確保・

人材育成の支援を令和７年度重点施策に位置付け、地域にお

ける総合労働行政機関として四行政分野（労働基準、職業安

定、雇用環境・均等、人材開発）における雇用・労働施策を

総合的、一体的に運営し、労働局、労働基準監督署（以下、

「監督署」という。）及びハローワークが一体となり、関係

機関との緊密な連携を図りながら取り組んでまいります。

茨城県の賃金は、緩やかな上昇傾向にあります。一方で、国際

情勢や円安等の要因により、ここ数年、物価が急激に上昇してい

ます。

茨城県の女性の労働力率は全ての年代で概ね上昇傾向で推移

し、女性の活躍が進んでいます。M字型カーブの谷も年々浅くなっ

ています。

女性活躍の状況
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第２章 令和７年度の重点施策

働き方改革の推進と人材確保・人材育成の支援

非正規雇用労働者の処遇改善・正社員転換の支援等

●令和６年４月から、これまで適用が猶予されてきた建設業、

自動車運転者、医業に携わる医師等についても時間外労働の

上限規制が適用され、2019年から順次施行されてきた働き方

改革関連法が全て施行となりました。これらの法律に対する

理解が浸透し、賃上げを含めた働き方改革が一層進むよう、

企業の積極的な取り組みを支援します。

●企業が賃上げに取り組む目的や方法は多様であり、ニーズ

に沿った助成金を利用できるよう「賃上げ」支援助成金パッ

ケージを通じて、生産性向上に資する業務改善助成金や、建

設、運輸、病院等の働き方改革に資する働き方改革推進支援

助成金の業種別課題対応コースの活用を促します。

●働き方改革推進支援センターによる中小企業等への個別支

援、医療勤務環境改善支援センターによる医業に特化した個

別の労務管理支援に取り組みます。

各助成金における年度毎の申請件数

働き方改革
推進支援
助成金

業務改善
助成金

申請
年度

140124R４

119285R５

71324R６

（R6年度はR6.12月末現在）

●キャリアアップ助成金の社会保険適用時処遇改善コース・

正社員化コース・賃金規定等改定コースを活用し、年収の壁

を意識せずに働くことのできる環境づくりを支援します。

●多様な働き方の実現応援サイトを通じて、非正規雇用労働

者の処遇改善の好事例等の周知を行います。

●無期転換ルールの円滑な運用のため、無期転換ポータルサ

イトを通じて周知・啓発を図ります。

中小企業・小規模事業者の生産性向上に向けた支援

3

働き方改革特設サイト

●中央最低賃金審議会から示される目安、経済動向や、地域

の実情、これまでの地方最低賃金審議会の審議状況などを踏

まえ、充実した審議が尽くせるよう、地方最低賃金審議会の

円滑な運営を図ります。

個々の企業の実態に応じた多様な働き方の導入支援

●働き方・休み方改善ポータルサイトを通じて、勤務間イン

ターバル制度、選択的週休３日制などの柔軟な働き方につい

て周知し、加えて、働き方改革推進支援助成金の労働時間・

年休促進支援コース、勤務間インターバル導入コースを活用

して時間外労働の削減等に取り組む中小企業等を支援します。

●年次有給休暇の時季指定義務の周知徹底や、計画的付与制

度及び時間単位年次有給休暇の導入促進のため、夏季、年末

年始、ゴールデンウイークなど年次有給休暇を取得しやすい

時期に集中的な広報を行います。

●勤務時間、勤務地、職種・職務を限定した多様な正社員制

度について、多様な働き方の実現応援サイトを通じて広く周

知し、導入促進を図ります。

●育児・介護と仕事との両立、ワーク・ライフ・バランスの

向上、働き方改革に資するテレワークの導入・定着促進のた

め、テレワーク総合ポータルサイトを通じて、テレワーク相

談センターや中小企業等向け人材確保等支援助成金(テレ

ワークコース)の活用を図ります。

●働き方・休み方改善コンサルタントや働き方改革推進支援

センターによる個々の企業の実態に応じた個別支援を行いま

す。

●配偶者手当の見直しやジョブ型人事（職務給）の導入など、

賃金制度の見直しに関する好事例の提供により企業の取り組

みを支援します。

地方版政労使会議による働き方改革等の機運の醸成

●茨城働き方改革・労働環境改善協議会を開催し、中小企業

等における働き方改革、賃金引上げに向けた環境整備、労働

環境の改善といった種々の課題に対する認識を政労使で共有

し、オール茨城で働き方改革や人材確保に取り組みます。

１．働き方改革の推進と賃金引上げに向けた支援等

最低賃金審議会の円滑な運営

同一労働同一賃金の遵守の徹底

●同一企業内における正社員と非正規雇用労働者との不合理

な待遇差を禁止する同一労働同一賃金の施行について、報告

徴収等を通じた施行状況の確認を積極的に行います。また、

法違反が認められた場合には、助

言・指導の他、働き方改革推

進支援センターによるコンサ

ルティングにつなげます。

●長時間労働の抑制や多様で柔軟な働き方、継続的な賃上げ

といった働き方改革を推進していくには、深刻な人材不足の

解消や効率的な人材の育成が必要不可欠です。

●茨城労働局では「働き方改革と人材確保・人材育成」を一

体のものとして捉え、労働局、監督署、ハローワークが地方

自治体、関係機関とも連携しつつ、様々な施策を一体的に展

開してまいります。



人材不足分野における人材確保支援

雇用仲介業者への対応

求人充足サービス等の充実

雇用関係助成金の活用促進

●オンラインを活用した求人受理により事業所の利便性を図
るとともに、ハローワーク職員による事業所訪問による、魅
力ある求人票作成のための助言や、求職者のニーズに応じた
求人条件緩和の提案、就職面接会・職場見学会の開催などの
きめ細かなサービスを積極的に推進し、求人充足サービスの
充実を図ります。

●従業員の職場定着等を促進するため、事業主等による雇用
管理改善等の取組に対する助成金（人材確保等支援助成金）
や、社会保険労務士を活用した雇用管理改善のコンサルティ
ング等の周知を行い、人材確保を支援します。

●雇用関係助成金ポータルによる電子申請の活用促進や、助
成金事務センターにおける一体的な申請受理等により、助成
金活用にあたっての事業主の利便性向上に取り組みます。

●人材開発支援助成金による支援を行い、企業における人材
育成の推進、労働者の能力開発、デジタル人材確保に向けた
訓練の活用を支援します。

●特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成
コース）により、就職困難者を対象とした円滑な成長分野
（デジタル・グリーン）への労働移動、人材育成、賃金の引
き上げを促進します。

●早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース及び中途採
用拡大コース）や産業雇用安定助成金（スキルアップ支援
コース）により、離職を余儀なくされた労働者の早期再就
職及び定着の支援、中途採用の拡大、在籍出向で自社には
ない実践での経験による新たなスキル習得のための支援を
行い、より高い処遇への労働移動等の円滑化を図ります。

●「医療・介護・保育」求人者向け特別相談窓口において、
求人者から職業紹介事業者等に係る相談があった場合は、丁
寧な相談対応に努めます。また、相談窓口に寄せられた情報
を基に法違反が疑われる事案については、速やかな指導監督
を行います。

●求人者が職業紹介事業者、募集情報等提供事業者を安心し
て利用するために、雇用仲介事業のさらなる見える化の促進
の観点から、厚生労働省が運営する人材サービス総合サイト
等における職業紹介事業者の手数料実績の公開義務化と募集
情報等提供事業者の利用料金・違約金規則の明示義務化が適
切に履行されるよう取り組みます。

4

ハローワークの人材確保
サービス

２．多様な人材の活躍促進と人材確保の支援等

多様な人材の活躍促進

【女性の活躍促進】

●募集・採用、配置・昇進・昇格、教育訓練などの雇用管理

のステージ毎の取扱状況や、性別を理由とした差別的取扱い

がないか訪問により確認し、必要に応じてポジティブアク

ションの提案など、男女雇用機会均等法の着実な履行確保、

男女ともに活躍できる環境整備を支援します。

●男女の賃金の差異に係る要因分析や雇用管理改善を促し、

女性管理職の登用など、女性活躍推進を支援します。特に、

男女の賃金の差異に係る情報公表等（義務企業：雇用する労

働者数301人以上）の取組徹底を図ります。

●女性活躍に関する情報公表に際し女性の活躍推進企業デー

タベースを通じた企業の魅力発信を支援します。

●女性活躍推進の優良企業えるぼし認定については、子育て

サポート企業くるみん認定とともに認定取得を促し、企業の

魅力向上による人材確保を支援します。

15社！ 募集中！

１０社！

【高齢者の活躍促進】

●70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備を図るため、

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構で実施している65歳

超雇用推進助成金や70歳雇用推進プランナー等による支援の

周知・活用促進とも合わせ、事業主に対する、65歳を超える

定年引上げや継続雇用制度の導入等に向けた意識啓発・機運

醸成を図ります。

もにす認定制度 検 索

●特に人材不足が深刻な状況にある医療・介護・保育・建
設・運輸・警備分野については、労働局、ハローワーク及び
地域の業界団体等を構成員とした人材確保対策推進協議会を
通じ、地域の関係団体等と連携した人材確保支援（セミ
ナー・説明会・面接会等）の充実を図るとともに、ハロー
ワークの人材確保対策コーナーを中心に、潜在求職者の積極
的な掘り起こしや、求人充足に向けた条件緩和指導等による
重点的なマッチング支援を実施します。

52社！

【障害者の活躍促進】

●令和７年４月の除外率引下げ等を踏まえ、未達成企業等に

対し、地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援セン

ター等の関係機関とも連携し、業務の選定、職場実習等を含

めた計画的な雇入れ支援に向けた達成指導や、採用した障害

のある従業員の職場定着等に向け、丁寧な支援を実施します。

●障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足している企業に対

し、ハローワークと地域の関係機関が連携し採用準備の段階

から採用後の職場定着まで一貫したチーム支援等を行います。

また、精神・発達障害がある方の雇用に向け、精神・発達障

害者雇用サポーター養成講座を開催します。

●障害者雇用の促進や安定に関する取り組みなどの優良な中

小企業を認定するもにす認定制度を通じ、障害者雇用のさら

なる周知・啓発を図ります。

【外国人の活躍促進】

●ハローワークによる事業所訪問や、雇用管理セミナーの実

施等を通じ、外国人労働者の適正な雇用管理に関する助言等

を実施します。また、各種法令違反が疑われる事案を把握し

た場合には、速やかに関係機関への情報提供を行います。



第３章 令和７年度の主要施策

～労働基準担当部署・労働基準監督署の取組～

長時間労働の抑制

労働条件の確保・改善対策

事業者が自発的に安全衛生に取り組むための
周知啓発等

労働者の作業行動に起因する労働災害
防止対策の推進

44%

27%

15%

14%

年齢別転倒災害（R6年）

60歳以上

50歳～59歳

40歳～49歳

39歳以下

※ 50歳以上が70%を占める。

●長時間労働の抑制と過重労働による健康障害の防止のた

め、長時間労働が疑われる事業場及び過労死等に係る労災

請求が行われた事業場に対して監督指導を行います。

また、過労死等を発生させた事業場に対しては、企業本

社における全社的な再発防止対策の策定を求める指導を実

施するとともに、一定期間内に複数の過労死等を発生させ

た企業に対しては過労死等の防止に向けた改善計画の策定

を求め、同計画に基づく取組を企業全体に定着させるため

の助言・指導（過労死等防止計画指導）を行います。

●中小規模の事業場に対して、働き方改革推進支援セン

ターや、監督署の労働時間相談・支援班による、説明会の

開催や個別訪問により、改正労働基準法等の周知はもとよ

り、時間外・休日労働協定の作成方法の教示等を中心とし

たきめ細かな支援を行います。

●令和６年時間外労働上限規制適用開始業務等について

●監督指導、説明会等の各種行政手法を用い、基本的労働
条件の枠組みの確立をはじめとする法定労働条件の確保に
取り組むとともに、重大・悪質な事案に対しては、司法処
分も含め厳正に対処します。

●監督指導において法違反が認められた場合には、事業主
にその内容や是正の必要性を分かりやすく説明することに
より、事業主による自主的な改善を促すとともに、きめ細
かな情報提供や具体的な是正・改善に向けた取組方法を助
言するなど、丁寧かつ具体的に対応します。特に、中小企
業の事業場への監督指導に当たっては、中小企業における
労働時間の動向、人材確保の状況、取引の実態その他の事
情を十分に聴いた上で、その事情を踏まえて丁寧に対応し
ます。

●高年齢者に多く、小売業や介護施設を中心に増加傾向にあ

る転倒及び腰痛等の動作の反動・無理な動作など、職場にお

ける労働者の作業行動を起因とする労働災害（行動災害）防

止のため、管内のリーディングカンパニー等を構成員とする

協議会の運営、企業における自主的な安全衛生活動の導入を

支援する取組等により、安全衛生に対する機運醸成を図りま

す。

●事業者が自発的に安全衛生対策に取り組むため、様々な

機会を通じて、安全衛生対策に取り組む必要性や意義等、

また、安全衛生対策に取り組むことが、事業者にとって経

営や人材確保・育成の観点からもプラスとなることについ

て、積極的に周知啓発を図ります。

※ 資料出所：茨城労働局「労働者死傷病報告」
（R6は速報値）

※ 資料出所：茨城労働局「労働者死傷病報告」

安全で健康に働くことができる環境づくり
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１．労働条件の確保・改善対策

２．労働者が安全で健康に働くことができる
環境の整備

○建設業、自動車運転者に係る時間外労働
の上限規制の遵守には、施主や荷主といっ
た取引関係者、ひいては国民全体の理解を
得ていくことが重要であり、引き続き、令
和６年度適用開始業務等の時間外労働の上
限規制特設サイト「はたらきかたススメ」
を通じて、必要な周知を行います。

○トラック運転者については、引き続き、関係省庁とも連
携しながら荷主特別対策チームにおいて、発着荷主等に対
して長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないこと等に
ついての要請と、その改善に向けた働きかけを行うととも
に、賃金水準の向上に向けて賃金の原資となる適正な運賃
（標準的な運賃）を支払うことについて周知を行い、改正
後の改善基準告示についても引き続き丁寧に周知を行いま
す。

●茨城県では技能実習生等の外国人労働者が多いことから、

労働相談体制を整えつつ法違反の疑いがある事業場に対して

重点的に監督指導を実施します。特に、技能実習生に対する

労働搾取目的の人身取引が疑われる事案については、外国人

技能実習機構との合同監督・調査や関係機関との連携を着実

に実施し、労働基準関係法令違反が認められ、悪質性が認め

られるもの等については、司法処分を含め厳正に対処しま

す。 

○医師については、他の職種との業務分担（タスクシフト
／タスクシェア）など、医療機関の勤務環境改善に向けた
取組を支援するため、医療勤務環境改善支援センターによ
るきめ細やかな相談対応、助言を引き続き行います。



個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

業種別の労働災害防止対策の推進

労働者の健康確保対策の推進

新たな化学物質規制の周知・指導等の健康障害対策の推進

最低賃金額等の周知・広報の徹底

●令和６年４月から化学物質の自律的管理が全面的に施行さ

れたことから、その円滑な実施のため化学物質管理強調月間

などの機会を活用し、広く周知します。また、化学物質管理

者の選任をはじめ、SDS等に基づくリスクアセスメントの実

施及びその結果等に基づくばく露低減措置等が適切に実施さ

れるよう、丁寧な指導を行います。

●長時間労働やメンタルヘルス不調などによる健康障害を防
止するため、長時間労働者に対する医師による面接指導やス
トレスチェック制度などのメンタルヘルス対策が適切に実施
されるよう、指導等を行います。

●中小企業・小規模事業者の産業保健活動を支援するため、
産業保健総合支援センターが行う研修のほか、地域産業保健
センターによる小規模事業場への医師等の訪問支援等につい
て、利用を勧奨します。

●陸上貨物運送事業については、荷役作業時の労災防止のた

め、最大積載量２トン以上の貨物自動車に係る荷の積卸し作

業時の昇降設備の設置等の周知徹底を図ります。また、荷主

等も含め、陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガ

イドラインの周知を行い取組の促進を図ります。

●建設業については、墜落・転落災害の防止のため、一側足

場の使用範囲の明確化、改正された手すり先行工法に関する

ガイドライン等の周知徹底等により、引き続き、建設工事に

おける労働災害防止対策の促進を図ります。

●既に、請負人や同じ場所で作業を行う労働者以外の者に対

象拡大されている安衛法第22条の健康障害防止措置の周知・

指導を図るとともに、令和７年４月からは安衛法第20条、第

21条及び第25条に基づく立ち入り禁止や退避等の措置が拡大

されるため、事業場に対する周知及び指導の徹底を図ります。

●技能実習生をはじめとした外国人労働者が容易に理解で

きる労働安全衛生に関する視聴覚教材等の周知等効果的な

安全衛生教育の実施や外国人労働者に多い労働災害の対策

を視覚的に示す安全表示等の活用を促進することにより、

外国人労働者の労働災害防止対策を推進します。

●労災保険給付の請求については、被災労働者の迅速な保護

を図るために、標準処理期間を踏まえ、迅速な事務処理及び

適正な認定に万全を期し、特に過労死等事案をはじめとする

複雑困難事案は、認定基準等に基づき、迅速・適正な事務処

理を一層推進します。

●労災保険の窓口業務については、引き続き、相談者等に対

する丁寧な説明や請求人に対する処理状況の連絡等の実施を

徹底します。

４．労災保険給付の迅速・適正な処理

●製造業については、機械による

はさまれ・巻き込まれ災害及び転

倒防止のため、機械の危険部分へ

の覆いの設置やリスクアセスメン

トの実施及び作業通路における段

差解消等転倒しにくい作業環境の

整備等により、労働災害防止対策

の促進を図ります。

●建築物等の解体・改修作業時の石綿ばく露を防止するた

め、建築物石綿含有建材調査者講習等の修了者による調査

の徹底を図ります。また、石綿事前調査結果報告システム

による事前調査結果等の報告や石綿除去等作業時における

ばく露防止措置の徹底を指導します。
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●化学物質ばく露低減措置の実施に

あたり、労働者の呼吸域の濃度把握

が重要であることから、個人ばく露

測定の円滑な導入に向け補助金制度

の活用等を周知します。

職場における新たな化学物
質管理規制に関する特設
サイト

３．最低賃金制度の適切な履行確保

●高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境の実現に向

けた高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン及

び中小企業による高年齢労働者の労働災害防止対策等を支援

するための補助金の周知を図ります。

高年齢労働者、外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

●最低賃金額の改正については、使用者団体、労働者団体及

び地方公共団体等の協力を得て、使用者・労働者等に周知徹

底を図るとともに、中小企業等の生産性向上を支援する業務

改善助成金を含む「賃上げ」支援助成金パッケージについて

あわせて周知を行い、企業ごとのニーズに沿った助成金の活

用を促進します。また、最低賃金・賃金支払いの履行確保上

問題があると考えられる事業場に対して監督指導等を行いま

す。



令和７年度の主要施策

～職業安定担当部署・ハローワークの取組～

リ・スキリングによる能力向上支援の推進

●グローバル化の進展、ＤＸ・生成系ＡＩの普及など企業経

営が複雑化する中、リ・スキリングを含め、労使協働による

職場における学び・学び直しの取組を進めていくための支援

策について周知・活用促進を図ります。

●労働者の主体的なスキルアップを支援するため、厚生労働

大臣が指定する教育訓練を修了した際に費用の一部を支給す

る教育訓練給付制度の拡充、雇用保険を受給できない方が月

10万円の給付金を受給しながら職業訓練を受講できる求職者

支援制度について積極的な周知・広報を行います。

●デジタル人材育成のため、デジタル分野に係る訓練委託費

等の上乗せ措置による訓練コースの拡充に取り組むとともに、

ハローワークにおいては、積極的な受講勧奨と訓練開始前か

ら訓練終了後までの一貫した個別支援によりデジタル分野に

おける再就職の実現を図ります。

●全てのハローワークにキャリア形成・リスキリング相談

コーナーを設置し、キャリアコンサルタントの巡回による相

談支援を実施するとともに、関係機関と連携した周知・広報

に取り組み、キャリア形成やリ・スキリングに係る支援を推

進します。

▲茨城労働局 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
「ﾊﾛｰﾄﾚｰﾆﾝｸﾞのご案内」

労働移動の円滑化

●厚生労働省が運営するjobtag（職業情報提供サイト）や
しょくばらぼ（職場情報総合サイト）を活用した職業相談等
を進めるとともに、これらのサイトを通じた企業の職場情報
や職業に関する情報を提供し、労働市場の見える化及び労働
移動の円滑化を図ります。

●ハローワークの全国ネットワークを活用し、地方での就職

を希望する方に対し、個々のニーズに応じた職業紹介や生活

関連情報の提供等を一体的に行います。

２． 求職者に対する支援の充実

求職者に対する支援の充実

円滑な就職に向けた支援の推進

１．リ・スキリングによる能力向上支援・労働移動の円滑化
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求職者の特性に応じた丁寧な就職支援の実施

【高齢者の就職による社会参加の促進】

●県内10か所のハローワークに

設置する生涯現役支援窓口にお

いて、就労経験や多様なニーズ

を踏まえた職業生活の再設計に

係る支援や、支援チームによる

求人開拓、雇用情報の提供、

マッチングの強化等の総合的な

支援を行います。

●高齢求職者の多様なニーズに対応するため、シルバー人材

センターが提供可能な就業情報を定期的に把握し、臨時的か

つ短期的又は軽易な就業を希望する高年齢者には、シルバー

人材センターへの誘導を行います。

【障害者の就労支援】

●障害のある求職者に対し、ハローワークの専門窓口におい

て、専門的知見を持った担当者による障害特性を踏まえたき

め細やかな就職支援を行います。また、障害者就職面接会な

ど、企業と障害者の出会いの場を設定します。

●ハローワークのみならず、労働・福祉・教育・医療等の複

数の分野における関係機関と連携し、就職に向けた準備から

職場定着までの一連の支援をきめ細かく行う「障害者向け

チーム支援」を実施します。

●精神障害者、発達障害者、難病患者である求職者について、

ハローワークに専門の担当者を配置するなど多様な障害特性

に対応した就労支援を推進します。特に、発達障害等により

就職活動に困難な課題を抱える学生等に関しては就職準備か

ら就職・職場定着までの一貫した支援を実施するとともに、

難病患者である求職者に関しては難病相談支援センター等と

の連携による就労支援を行います。

●求職者の再就職に当たり、課題を抱える求職者等について

は、ハローワークの専門窓口による担当制等の丁寧な相談支

援や就職面接会の開催、就職支援セミナーなど、求職者の態

様に応じた就職支援メニューを実施します。

●SNS等の情報発信に加え、オンライン職業相談やオンライ

ンセミナー、ハローワークインターネットサービスの求職者

マイページを通じて求人情報提供等を実施し、オンライン

サービスの充実を図ります。

●改正雇用保険法の施行に伴い新たに実施される自己都合離

職者の給付制限の見直しや教育訓練給付の拡充、教育訓練中

の生活を支えるための給付の創設等の教育訓練やリ・スキリ

ング支援策について、適切な運用を図るとともに、積極的な

周知広報を行います。



３．地方公共団体と連携した雇用対策、就労支援

●子育て中の女性等に対し、ハローワークの専門窓口マザー

ズコーナーにおいて、求職者のニーズに応じたきめ細かな就

職支援を実施するとともに、地域の子育て支援拠点や関係機

関と連携したアウトリーチ型支援を強化します。

また、仕事と子育ての両立がしやすい求人を確保するとと

もに、各種就職支援サービスのオンライン化を推進します。

▼ハローワーク水戸 マザーズコーナー

雇用対策協定に基づく連携

●茨城県のほか13の自治体と雇用対策協定を締結し、少子

高齢化や、若年者の都市部への流出、過疎化などの地域の

課題・実情に応じ、国と地方が一層連携した雇用対策（若

年者の雇用、UIJターンの促進等）を推進するとともに、協

定の締結を更に推進していきます。

【令和７年２月末時点の県内締結自治体】 ※締結順

茨城県 常陸太田市 笠間市 東海村 大洗町 鹿嶋市

阿見町 大子町 高萩市 北茨城市 常総市 八千代町

茨城町 常陸大宮市

生活困窮者等への就労支援

●生活保護受給者・生活困窮者等への効果的な就労支援の

ため地方公共団体と連携し、つなぐハローワーク（水戸市、

日立市、古河市）の運営や、ハローワークの就職支援ナビ

ゲーターによる福祉事務所等への巡回相談等により、福祉

施策と雇用対策を一体的に行い、きめ細やかな就労支援に

取り組みます。
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【外国人求職者への就職支援】

●年々増加・多国籍化している外国人労働者に対し、ハ
ローワークの外国人雇用サービスコーナーにおいて、通
訳・多言語音声翻訳機器等の活用により外国人求職者に対
する職業相談等を円滑に行います。

また、留学生コーナーにおいては、大学と連携しつつ留

学生の国内就職促進に取り組みます。

【中高年層に向けた就労支援】

●就職氷河期世代を含む中高年層の不安定な就労状態にある

方がおかれている複雑な課題・状況を踏まえ、ハローワーク

の専門窓口において、キャリアコンサルティング、生活設計

面の相談、職業訓練のアドバイス、求職者の特性・能力を踏

まえた求人開拓、就職後の定着支援など、計画的かつ総合的

な支援を実施します。

●官民協働で就職氷河期世代を含む中高年層の活躍支援に

取り組む支援策の周知広報、企業説明会の開催等を通じ、

中高年世代の雇入れや正社員化等の促進に取組みます。

【若年者・新規学卒者の支援】

●就労に課題を有する無業者の方々に対し、県内３か所の地

域若者サポートステーションにおいて、地方公共団体の労働

関係部局等の関係者とも連携しながら、職業的自立に向けた

継続的な支援を推進します。

●就職活動に課題を抱える新規学卒者等に対し、学校や関係

機関とも連携し、新卒応援ハローワーク等の就職支援ナビ

ゲーターによる担当者制のきめ細やかな個別支援を実施しま

す。

●深刻な人手不足を背景に採用活動が早期化していることも

踏まえ、新卒応援ハローワーク等の支援の周知に早期から取

り組むとともに、就職活動に乗り遅れた学生や年度後半に

なっても内定を得ることができない学生等に対し、時期に応

じたきめ細かな就職支援を実施します。

●令和７年３月高等学校卒業者より、選考開始日から一人二

社まで応募・推薦可能となったことを踏まえ、引き続き制度

定着に向けて企業および学校に対する求人受理説明会や連絡

会議等の機会を捉えて、変更点の周知を図るとともに、新規学校

卒業者の就職機会の確保に向け、地域のニーズ等を踏まえた

就職支援に取り組みます。

【子育て中の方への支援】
534 

462 446 
526 554 

449 
467 452 

470 494 

1,109 

899 

1,040 

1,244 

1,427 

71 

221 198 
102 73 

0

500

1,000

1,500

元 2 3 4 5

身体 知的 精神 その他

障害種類別就職件数の推移(茨城県）

資料出所：茨城労働局集計

（件）



～雇用環境・均等部署の取組～

●令和７年４月と10月に段階的施行となる改正育児・介護休

業法について、労使団体等と連携して周知に取り組みます。

●育児期の柔軟な働き方を実現するための措置の義務付けに

よるフルタイムでの働きやすさの推進や、男性の育児休業等

の取得状況の公表義務拡大、仕事と介護の両立支援強化によ

る介護離職防止の取り組み等、改正育児・介護休業法の履行

確保のため、訪問による施行状況の確認、指導を行います。

●産後パパ育休、パパ・ママ育休プラス、育児目的休暇等の

男性の育児に資する制度や３歳以上小学校就学前の子を養育

する労働者が希望に応じて柔軟な働き方を実現できるように

するための措置等について、あらゆる機会を捉えて周知し、

制度の活用促進を図ります。

●共働き・共育て推進事業（イクメンプロジェクト）にて作

成予定の取組事例集や研修資料について、労使団体等と連携

して周知、活用促進を図ります。

●不妊治療と仕事との両立がしやすい職場環境整備が進むよ

う、くるみんプラス認定取得の支援を行います。

●育児、介護、不妊治療等と仕事との両立支援による離職防

止等に取り組む事業主を支援するため、両立支援等助成金の

多彩なコースを周知し有効活用を図ります。

募集・採用・

配置1.3%
セクシュアル

ハラスメント

17.7%

妊娠・出産

等ハラスメ

ント 21.5%

母性健康

管理

16.5%

男女雇用機会

均等推進者

43.0%
指導件数

79件

【令和６年度 指導状況（９月末時点）】

育児休業

13.8%

看護休暇

7.6%

育児短時間勤

務等 4.1%

育児等ハラスメント

11.0%

介護休業

12.4%介護休暇

6.9%

介護短時間勤

務等 9.0%

介護等ハラスメント

11.0%

両立推進者

11.0%

雇用環境

整備等

9.7%

その他, 

3.4%

指導件数
145件

【男女雇用機会均等法】 【育児・介護休業法】

●次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」といいま

す。）の改正により、一般事業主行動計画（以下、「行動計

画」といいます。）の策定・変更時に、育児休業等の取得状

況及び労働時間の状況等に係る状況把握・数値目標の設定が

必要になったこと等について、改正育児・介護休業法と併せ

て周知に取り組みます。

●次世代法・女性活躍推進法に基づく行動計画の策定等につ

いては、（義務企業：雇用する労働者数101人以上）届出等

の徹底を図ります。

●行動計画の策定、公表等が適切に行われるよう訪問による

確認、指導を行います。また、企業の取り組みを支援するた

め、厚生労働省が委託運営する個別の無料コンサルティング

（いくぷら）の活用を促します。

●パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等職場に
おけるハラスメント防止措置の対応状況について訪問による
確認、指導を行い法の履行確保を図ります。
●明るい職場応援団の各種ツールの活用を促し、事業主が適
切なハラスメント防止措置を講じられるよう支援します。

●カスタマーハラスメント対策のため、
対策マニュアル等を活用して企業の取組
を促します。

●就活ハラスメント防止対策は、学生・
求職者の安全と企業を守る観点で取組を
促します。

１． 仕事と育児・介護の両立支援等

２．総合的なハラスメントの防止

資料出所：茨城労働局集計
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誰もが働きやすい労働環境の整備

中小企業育児・介護休業等推進
支援事業 （いくぷら）

次世代育成対策の推進

育児・介護休業法の周知と履行確保

女性が健康で能力を発揮できる職場環境整備

職場におけるハラスメント防止対策

ハラスメントに関する周知啓発

●学生等に対して、相談先等を記載したリーフレットを用い

て、学生が一人で悩むことがないよう支援しつつ、学生から

の相談等により事案を把握した場合には、事業主に対して適

切な対応を求めます。

●12月のハラスメント撲滅月間を活用し、

職場におけるハラスメントの撲滅のため

集中的な周知啓発を行います。

●女性が健康で能力を発揮できる職場環境整備の機運の醸成

のため、ライフステージごとの様々な健康課題と対応につい

て働く女性の心とからだの応援サイトを通じて周知し、特に、

母性健康管理指導事項連絡カードについては、働きながら安

心して妊娠・出産を迎えられるよう、妊産婦、事業主、医師

等に対して活用を促します。



労働相談に対する的確な対応と早期の紛争解決援助

●フリーランス・事業者間取引適正化等法の周知に取り組む

とともに、就業環境整備に関する申出がフリーランスからな

された場合には、速やかに必要な指導等を行います。

●発注者等との取引上のトラブルについての相談は、フリー

ランス・トラブル110番を紹介するなど適切に対応します。

●総合労働相談コーナーと監督署の労働者性に疑義がある方

の労働基準法相談窓口が連携し、労働者性の判断等含め丁寧

に対応します。

●大企業・親事業者の働き方改革に伴う下請等中小事業者へ

のしわ寄せ防止について、11月のしわ寄せ防止キャンペーン

月間に適正なコスト負担を伴わない短納期発注や急な仕様変

更を行うことのないよう集中的な周知啓発を行い、下請等企

業で働く労働者の就業環境改善に取り組みます。

●県内８カ所の監督署及び労働局に設置している総合労働相

談コーナーにおいて、解雇、雇止め、配置転換、賃金の引下

げ、募集・採用、いじめ・嫌がらせ、パワハラなどのあらゆ

る分野の労働問題の相談や解決のための情報提供をワンス

トップで行います。

●労働基準法等の法違反

の疑いがある場合は監督

署に取次ぎます。

●相談内容に応じて、

裁判所、労働委員会、

法テラス等、トラブル

解決に即した相談先の

情報提供を行います。

令和５年度
民事上の個別労働紛争に係る相談内訳

いじめ・嫌が

らせ

2,108 

31%

自己都合退

職

1,039 

15%
労働条件引

下げ

632 

9%

解雇

669 

10%

退職勧奨

516 

7%

賠償

256 

4%

出向・配置

転換

270 

4%

雇止め

330 

5%

その他の労働

条件

391 …
その他

647 

9%

個別労働紛争相談件数

計5,885件

（内訳合計：6,858件）

資料出所：茨城労働局集計
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【 総合労働相談件数及び個別労働紛争相談件数の推移】

総合労働相談件数 民事上の個別労働紛争相談件数
資料出所：茨城労働局集計

労働行政の周知広報

●労働行政が地域において果たす役割を広く認識してもらう

ため、毎月、労働局長の定例記者会見を開き、直近の雇用情

勢や労働局が取り組む施策について丁寧に説明し、労働行政

への理解促進、労働施策の有効活用を促します。

●茨城労働局公式ホームページやＳＮＳを通じて、きめ細や

かに情報発信を行います。

労働法令の周知啓発

●アルバイトの労働条件を確かめようキャンペーン （４月

～７月）期間を中心に、在学中のアルバイトや就職活動に役

立てるため、大学等と連携し、労働法に関する講義＝出前講

座を行います。

●労働条件に関する悩みの解消に役立つポータルサイト確か

めよう労働条件を通じて、働く方や事業主それぞれの視点で

役立つ情報、学生等向けの労働法教育に関する資料や教員向

け資料などの周知、活用促進を図ります。

▲大学での出前講座の様子

茨城労働局HP

フリーランス等の就業環境の整備
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３．就業環境の整備等

４．労働行政・労働法令の周知、広報

労働条件に関する
総合サイト

●紛争当事者の申出に基づき、解決の方向性を示すための
助言・指導を行い、紛争当事者間の自主的な解決を支援し
ます。

●紛争当事者の申請

に基づき、弁護士等

労働問題の専門家で

構成した紛争調整委

員会のあっせん委員

が、公正・中立な第

三者としてあっせん

（ハラスメントに関

する申請については

調停）による紛争解

決を図ります。



茨城労働局・労働基準監督署・公共職業安定所一覧

業 務 内 容所 在 地電 話 番 号茨 城 労 働局

人事・会計・給与等の事務、情報公開・個人情報保護茨城労働総合庁舎 ４階０２９－２２４－６２１１総 務 部 総務課

労働保険の適用・保険料の徴収・年度更新手続き等の事務茨城労働総合庁舎 ５階０２９－２２４－６２１３労働保険徴収室

（企画・広報） 総合的な施策の企画、広報などの事務

（相談・指導)） 男女雇用機会均等の確保、仕事と家庭の両立支援、パートタイム労働者の雇
用管理改善などの事務

（総合労働相談コーナー）個別労働紛争に関する総合労働相談などの事務
フリーランス新法に関する事務

茨城労働総合庁舎 ６階

茨城労働総合庁舎 ４階

０２９－２７７－８２９４

０２９－２７７－８２９５

０２９－２７７－８２０１

雇用環境・均等室

適正な労働条件の確保・改善、過重労働防止対策などの事務茨城労働総合庁舎 ６階０２９－２２４－６２１４労働基準部 監督課

労働災害防止、職業性疾病の予防などの事務茨城労働総合庁舎 ６階０２９－２２４－６２１５健康安全課

最低賃金・最低工賃の決定などの事務茨城労働総合庁舎 ６階０２９－２２４－６２１６賃金室

労災保険給付、被災労働者の社会復帰策などの事務茨城労働総合庁舎 ５階０２９－２２４－６２１７労災補償課

職業紹介・職業指導・雇用保険給付などの事務茨城労働総合庁舎 ７階０２９－２２４－６２１８職業安定部 職業安定課

高年齢者・障害者・外国人に対する職業紹介、雇用管理改善の事務茨城労働総合庁舎 ７階０２９－２２４－６２１９職業対策課

公的職業訓練、生活保護受給者、刑務所出所者等の就労支援に関する事務茨城労働総合庁舎 ７階０２９－２７７－８００１訓練課

労働者派遣や職業紹介事業など労働力需給調整システムに関する事務茨城労働総合庁舎 ７階０２９－２２４－６２３９需給調整事業室

助成金の事務（業務改善助成金、両立支援等助成金 等）助成金事務センター１階０２９－２４６－６３７１雇用環境・均等室 助成金部門

助成金の事務（ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ助成金、人材開発支援助成金、特定求職者雇用開発助成金 等）助成金事務センター２階０２９－２９７－７２３５職業対策課 助成金部門

管 轄 区 域所 在 地電 話 番 号労 働 基 準監督署

水戸市・常陸太田市・ひたちなか市・常陸大宮市・那珂市・笠間
市・茨城町・大洗町・城里町・大子町・東海村

〒３１０－００１５ 水戸市宮町１－８－３１ 茨城労働総合庁舎 ３階０２９－２２６－２２３７水戸労働基準監督署

日立市・高萩市・北茨城市〒３１７－００７３ 日立市幸町２－９－４０２９４－２２－５１８７日立労働基準監督署

土浦市・石岡市・つくば市・かすみがうら市・小美玉市・阿見町〒３００－０８０５ 土浦市宍塚１８３８ 土浦労働総合庁舎 ４階０２９－８２１－５１２７土浦労働基準監督署

筑西市・結城市・下妻市・桜川市・八千代町〒３０８－０８２５ 筑西市下中山５８１－２０２９６－２２－４５６４筑西労働基準監督署

古河市・境町・五霞町〒３０６－００１１ 古河市東３－７－３２０２８０－３２－３２３２古河労働基準監督署

常総市・守谷市・坂東市・つくばみらい市〒３０３－００２２ 常総市水海道淵頭町３１１４－４０２９７－２２－０２６４常総労働基準監督署

龍ケ崎市・取手市・牛久市・稲敷市・利根町・河内町・美浦村〒３０１－０００５ 龍ケ崎市川原代町四区６３３６－１０２９７－６２－３３３１龍ヶ崎労働基準監督署

鹿嶋市・潮来市・神栖市・行方市・鉾田市〒３１４－００３１ 鹿嶋市宮中１９９５－１０２９９－８３－８４６１鹿嶋労働基準監督署

管 轄 区 域所 在 地電 話 番 号公 共 職 業安定所

水戸市・ひたちなか市・那珂市・茨城町・大洗町・城里町・東海村〒３１０－８５０９ 水戸市水府町１５７３－１０２９－２３１－６２２１ハローワーク水戸

笠間市〒３０９－１６１３ 笠間市石井２０２６－１０２９６－７２－０２５２ハローワーク笠間

日立市〒３１７－００６３ 日立市若葉町２－６－２０２９４－２１－６４４１ハローワーク日立

筑西市・結城市・桜川市〒３０８－０８２１ 筑西市成田６２８－１０２９６－２２－２１８８ハローワーク筑西

下妻市・八千代町〒３０４－００６７ 下妻市下妻乙１２４－２０２９６－４３－３７３７ハローワーク下妻

土浦市・つくば市・かすみがうら市・阿見町〒３００－０８０５ 土浦市宍塚１８３８ 土浦労働総合庁舎 １階２階０２９－８２２－５１２４ハローワーク土浦

古河市・境町・五霞町〒３０６－００１１ 古河市東３－７－２３０２８０－３２－０４６１ハローワーク古河

常総市・守谷市・坂東市・つくばみらい市〒３０３－００３４ 常総市水海道天満町４７９８０２９７－２２－８６０９ハローワーク常総

石岡市・小美玉市〒３１５－００３７ 石岡市東石岡５－７－４００２９９－２６－８１４１ハローワーク石岡

常陸太田市・常陸大宮市・大子町〒３１９－２２５５ 常陸大宮市野中町３０８３－１０２９５－５２－３１８５ハローワーク常陸大宮

龍ケ崎市・取手市・牛久市・稲敷市・利根町・河内町・美浦村〒３０１－００４１ 龍ケ崎市若柴町１２２９－１０２９７－６０－２７２７ハローワーク龍ケ崎

高萩市・北茨城市〒３１８－００３３ 高萩市本町４－８－５０２９３－２２－２５４９ハローワーク高萩

鹿嶋市・潮来市・神栖市・行方市・鉾田市〒３１４－００３１ 鹿嶋市宮中１９９５－１０２９９－８３－２３１８ハローワーク常陸鹿嶋

茨城労働総合庁舎 〒３１０－８５１１ 水戸市宮町１－８－３１

茨城労働局助成金事務センター 〒３１０－０８０１ 水戸市桜川２－５－７ МシティビルⅢ
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